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いたしました。 
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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 第85期中及び第85期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、１株当たり中間(当期)純損

失であり、また、潜在株式がないため、記載しておりません。第86期中、第86期及び第87期中の潜在株式調
整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
３ 提出会社の「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益又は中間(当期)純損失(△)」及び「潜
在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略
しております。 

４ 純資産額の算定にあたり、第87期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基
準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第
８号)を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第85期中 第86期中 第87期中 第85期 第86期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

(1) 連結経営指標等

売上高 (百万円) 6,868 8,742 10,903 15,990 19,388

経常利益 (百万円) 676 1,339 2,597 1,495 3,296

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△)

(百万円) △274 404 1,477 △558 1,503

純資産額 (百万円) 20,474 21,161 25,117 20,084 24,126

総資産額 (百万円) 26,398 26,383 32,204 25,526 31,676

１株当たり純資産額 (円) 514.50 534.40 609.58 506.74 585.41

１株当たり中間(当期)純
利益又は中間(当期)純損
失(△)

(円) △6.79 10.22 35.86 △14.31 37.89

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 77.6 80.2 78.0 78.7 76.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △146 1,662 899 631 4,068

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △567 △878 △734 △4 △1,176

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 417 △810 △363 △912 △243

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 366 312 2,850 379 3,038

従業員数 (名) 279 280 281 274 277

(2) 提出会社の経営指標等

売上高 (百万円) 6,655 8,434 10,497 15,567 18,738

経常利益 (百万円) 669 1,320 2,567 1,482 3,254

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△)

(百万円) △279 394 1,459 △564 1,483

資本金 (百万円) 5,913 5,913 5,913 5,913 5,913

発行済株式総数 (千株) 41,388 41,388 41,388 41,388 41,388

純資産額 (百万円) 20,388 21,064 24,989 19,997 24,020

総資産額 (百万円) 26,194 26,120 31,819 25,335 31,378

１株当たり配当額 (円) 4.00 4.00 6.00 8.00 10.00

自己資本比率 (％) 77.8 80.6 78.5 78.9 76.6
従業員数 (名) 277 277 277 271 274



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、単一の事業を専業的に営んでおり、事業の種類別セグメント

に区分できないので、事業所別に記載しております。 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社には全国繊維化学食品流通サービス一般労働組合同盟に属する「エスイーシー労働組合」が組織

されており、組合員数は209人であります。 

連結子会社は、労働組合が組織されておりません。 

なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

事業所の名称 従業員数(名)

本社（東京事務所、名古屋営業所含む） 41

京都工場 199

岡山工場 37

その他 4

合計 281

従業員数(名) 277



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高止まりの影響はありましたが、主要国経済

が堅調に推移し、輸出が順調なこともあって好調な企業業績を背景に設備投資が高い伸びを示し、持続

的な景気回復を続けました。 

このような状況のもと、当社グループ（当社及び連結子会社）は、主要原料であるコークス価格の上

昇について、ユーザーの理解を得ながら、価格改定に努力を傾注し、主要製品である人造黒鉛電極・ア

ルミニウム製錬用炭素製品の価格改定が進展し、一定の成果を収めることができました。また、引き続

きコスト削減、徹底した合理化などに全社一丸となって取り組み、販売の促進に努めてまいりました。

その結果、当中間連結会計期間の売上高は、109億３百万円となり、前年同期に比べ、24.7％の増収と

なりました。一方、損益面に関しましては、経常利益は25億９千７百万円を確保し、前年同期に比べ

94.0％の大幅な増益となりました。また、中間純利益は14億７千７百万円となり、５億８千２百万円の

特別損失を計上した前年同期との比較では、265.1％の大幅な増益を達成しました。 

次に製品別の売上状況でありますが、人造黒鉛電極につきましては、前年同期に比べ販売数量は主に

輸出の下半期へのずれ込みにより減少しましたが、販売価格の改定と円安による影響もあり37億６千万

円となり、前年同期に比べ7.3％の増収となりました。 

アルミニウム製錬用炭素製品は、好調だった前年同期よりも更に販売数量が増加したこと及び販売価

格改定と円安効果もあり、売上高は36億８千７百万円になり、前年同期に比べて45.6％の増収となりま

した。 

特殊炭素製品、粉体及びその他炭素製品につきましては、自動車関連及びデジタル家電関連部材の好

況により、売上高は34億５千５百万円となり、前年同期に比べ27.7％の増収となりました。 

なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  
(注) 従来、「特殊炭素製品」、「その他炭素製品」として表示しておりましたが、当中間連結会計期間より製品の

実態を反映した区分の見直しを行ないました。これに伴い、区分を「特殊炭素製品」、「粉体及びその他炭素

製品」に変更いたしました。前年同期比につきましても同様に変更しております。 

  



(2) キャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは８億９千９百万円の収入超過、投資活動によるキャッシュ・フ

ローは７億３千４百万円の支出超過、財務活動によるキャッシュ・フローは３億６千３百万円の支出超

過となりました。以上の結果、当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末

に比べ１億８千７百万円減少(6.2％減)し、28億５千万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

税金等調整前中間純利益25億７百万円に、減価償却費５億４千１百万円等を加算し、売上債権の増加

額６億６千万円、たな卸資産の増加額３億３千６百万円、仕入債務の減少額３億７千２百万円、法人税

等の支払額８億１千８百万円等を減算した合計では、８億９千９百万円の資金の増加(対前中間連結会

計期間比45.9％減)となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

有形固定資産の取得に７億６千６百万円を支出したこと等により、７億３千４百万円の資金の減少

(対前中間連結会計期間比16.3％減)となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

長期借入金を１億４百万円返済し、配当金に２億４千７百万円を支出したこと等により、３億６千３

百万円の資金の減少(対前中間連結会計期間比55.2％減)となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、単一の事業を専業的に営んでおり、事業の種類別セグメント

に区分できないので、製品別に記載しております。 

当中間連結会計期間における生産実績は、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 従来、「特殊炭素製品」、「その他炭素製品」として表示しておりましたが、当中間連結会計期間より製品

の実態を反映した区分の見直しを行ないました。これに伴い、区分を「特殊炭素製品」、「粉体及びその他

炭素製品」に変更いたしました。前年同期比につきましても同様に変更しております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当社製品は国内、輸出とも一部受注生産をする場合がありますが、製造期間が長いため、基本的には

ユーザーの生産動向をベースにした見込生産であります。 

  

(3) 販売実績 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、単一の事業を専業的に営んでおり、事業の種類別セグメント

に区分できないので、製品別に記載しております。 

当中間連結会計期間における販売実績は、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 従来、「特殊炭素製品」、「その他炭素製品」として表示しておりましたが、当中間連結会計期間より製品

の実態を反映した区分の見直しを行ないました。これに伴い、区分を「特殊炭素製品」、「粉体及びその他

炭素製品」に変更いたしました。前年同期比につきましても同様に変更しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

 
３ 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

区分 金額(百万円) 前年同期比(％)

人造黒鉛電極 3,824 ＋6.4

アルミニウム製錬用炭素製品 3,774 ＋33.4

特殊炭素製品 1,283 ＋4.1

粉体及びその他炭素製品 1,596 ＋57.5

合計 10,478 ＋20.8

区分 金額(百万円) 前年同期比(％)

人造黒鉛電極 3,760 ＋7.3

アルミニウム製錬用炭素製品 3,687 ＋45.6

特殊炭素製品 1,770 ＋7.5

粉体及びその他炭素製品 1,685 ＋59.1

合計 10,903 ＋24.7

相手先

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

住友商事株式会社 2,654 30.4 4,127 37.9

三菱商事株式会社 1,668 19.1 1,341 12.3



３ 【対処すべき課題】 

米国経済の減速懸念や北朝鮮の核問題などの不安要因も抱えており、原料・素材価格の高騰、為替動向

などの不透明要因も勘案すると、当社グループ(当社及び連結子会社)を取り巻く経営環境は必ずしも楽観

できる状況にはないものと思われます。このような状況のもと、平成18年度(第87期)からスタートした第

三次中期経営計画(３ヵ年)に基づき、外部要因に左右されない強固な企業体質作りに向けた諸施策を推進

してまいりたいと存じます。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社の研究開発活動は開発部が中心となり、技術部および外部機関との連携のもと、テーマごとに目標

を定めて新技術、新製品開発を積極的に進めております。 

 研究開発活動は主にアルミニウム製錬を中心とする電解用電極、高温工業炉用部材、リチウム二次電池

用黒鉛負極材および燃料電池部材用特殊ファインパウダーに関わるものであります。 

 当中間連結会計期間の研究開発費は75百万円であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

会社名
事業所名 

（所在地)
設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月 完了予定年月
完成後の 

増加能力総額 既支払額

(百万円) (百万円)

提出会社

京都工場 

（京都府 

福知山市)

焼成設備 

新設
3,000 ―

自己資金及び 

借入金
平成18年11月 平成20年５月

焼成生産能力

の増強



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 155,708,000

計 155,708,000

種類
中間会計期間末現在 
発行数(株) 

(平成18年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成18年12月15日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 41,388,682 41,388,682
大阪証券取引所
（市場第二部）

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら限

定のない当社における

標準となる株式

計 41,388,682 41,388,682 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日

― 41,388 ― 5,913 ― 4,705



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 上記の日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数1,970千株は、全て信託業務に係るもので

あります。 

 ２ 新日鉄エンジニアリング株式会社は、平成18年７月１日に新日本製鐵株式会社から分社しております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

大谷製鉄株式会社 富山県射水市奈呉の江８―４ 8,937 21.59

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２―３―１ 3,922 9.48

財団法人大谷教育文化振興財団 兵庫県尼崎市道意町６―３―１ 2,559 6.18

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１―８―11 2,237 5.40

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１―８―11 1,970 4.76

新日鉄エンジニアリング株式会社 東京都千代田区大手町２－６－３ 1,672 4.04

大 谷   勇 兵庫県西宮市 1,314 3.17

大同生命保険株式会社 大阪府大阪市西区江戸堀１―２―１ 1,293 3.12

大 谷 民 明 兵庫県神戸市東灘区 1,251 3.02

大 谷 智 代 兵庫県西宮市 1,251 3.02

計 ― 26,406 63.80



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株(議決権５個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式226株が含まれております。 

なお、自己株式226株は、平成18年９月30日現在の実質的な所有株式数であり、株主名簿記載の株式数は476

株であります。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

区分 株式数(株) 議決権の数 (個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 

(自己保有株式)
普通株式 190,000

―

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式

完全議決権株式(その他)  
普通株式 40,908,000 40,908 同上

単元未満株式  
普通株式 290,682 ― 同上

発行済株式総数 41,388,682 ― ―

総株主の議決権 ― 40,908 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社エスイーシー

兵庫県尼崎市御園町 
５番地土井ビル

190,000 ― 190,000 0.46

計 ― 190,000 ― 190,000 0.46

月別
平成18年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 940 940 839 750 1,190 1,200

最低(円) 830 805 661 676 780 972



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)及び前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表については、中央青山監査法人及び有恒監査法人により中間監査を受け、当中間連結会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表については、みすず監査法人及び有恒監査法人によ

り中間監査を受けております。 

なお、従来から当社が監査証明を受けている中央青山監査法人は、平成18年９月１日に名称を変更し、

みすず監査法人となりました。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 312 2,850 3,038

 ２ 受取手形及び売掛金 ※４ 4,494 5,779 5,119

 ３ たな卸資産 5,515 6,191 5,855

 ４ 繰延税金資産 209 237 277

 ５ その他 201 69 86

   貸倒引当金 △12 △14 △14

   流動資産合計 10,719 40.6 15,114 46.9 14,362 45.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※1,2

  (1) 建物及び構築物 2,419 2,288 2,358

  (2) 機械装置及び運搬具 4,541 4,714 4,583

  (3) 土地 1,345 1,338 1,338

  (4) その他 159 230 120

    有形固定資産合計 8,465 32.1 8,572 26.6 8,400 26.5

 ２ 無形固定資産 66 0.3 76 0.2 85 0.3

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 6,433 7,796 8,178

  (2) 長期貸付金 0 503 503

  (3) 繰延税金資産 0 ― ―

  (4) その他 780 155 259

    貸倒引当金 △82 △14 △114

    投資その他の資産合計 7,131 27.0 8,441 26.2 8,826 27.9

   固定資産合計 15,663 59.4 17,089 53.1 17,313 54.7

   資産合計 26,383 100.0 32,204 100.0 31,676 100.0



前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 1,377 1,592 1,965

 ２ 短期借入金 50 ― ―

 ３ １年以内に返済する 
   長期借入金

※２ 306 222 208

 ４ 未払法人税等 42 969 799

 ５ 未払消費税等 30 109 68

 ６ 賞与引当金 248 265 352

 ７ その他 507 929 894

   流動負債合計 2,563 9.7 4,088 12.7 4,288 13.5

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 223 1 119

 ２ 繰延税金負債 1,050 1,632 1,763

 ３ 退職給付引当金 1,380 1,362 1,373

 ４ その他 1 1 1

   固定負債合計 2,655 10.1 2,998 9.3 3,257 10.3

   負債合計 5,219 19.8 7,086 22.0 7,546 23.8

(少数株主持分)

  少数株主持分 2 0.0 ― ― 3 0.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 5,913 22.4 ― ― 5,913 18.7

Ⅱ 資本剰余金 4,705 17.8 ― ― 5,247 16.6

Ⅲ 利益剰余金 8,750 33.2 ― ― 9,690 30.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金 2,292 8.7 ― ― 3,325 10.5

Ⅴ 自己株式 △500 △1.9 ― ― △51 △0.2

   資本合計 21,161 80.2 ― ― 24,126 76.2

   負債、少数株主持分及び 
   資本合計

26,383 100.0 ― ― 31,676 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 5,913 18.4 ― ―

 ２ 資本剰余金 ― ― 5,247 16.3 ― ―

 ３ 利益剰余金 ― ― 10,920 33.9 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △63 △0.2 ― ―

   株主資本合計 ― ― 22,018 68.4 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

― ― 3,095 9.6 ― ―

   評価・換算差額等合計 ― ― 3,095 9.6 ― ―

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 3 0.0 ― ―

   純資産合計 ― ― 25,117 78.0 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 32,204 100.0 ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 8,742 100.0 10,903 100.0 19,388 100.0

Ⅱ 売上原価 6,173 70.6 7,007 64.3 13,446 69.4

   売上総利益 2,568 29.4 3,895 35.7 5,941 30.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 1,320 15.1 1,403 12.9 2,767 14.3

   営業利益 1,248 14.3 2,492 22.9 3,174 16.4

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息及び配当金 56 69 96

 ２ 不動産賃貸料 56 64 116

 ３ 為替差益 61 ― 77

 ４ 雑収入 10 185 2.1 7 142 1.3 19 310 1.6

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 13 3 24

 ２ 不動産賃貸原価 17 20 29

 ３ たな卸資産廃棄損 ― ― 14

 ４ 貸倒引当金繰入額 32 ― 73

 ５ 雑支出 30 93 1.1 12 37 0.3 45 188 1.0

   経常利益 1,339 15.3 2,597 23.8 3,296 17.0

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入額 1 7 3

  ２ 固定資産売却益 ― ― 0

 ３ 投資有価証券売却益 ― 1 0.0 6 14 0.1 ― 3 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※２ 52 38 134

 ２ 固定資産売却損 ― ― 0

 ３ 訴訟関連費用 ― 66 74

 ４ 役員退職慰労金 509 ― 509

 ５ 減損損失 ※３ 20 582 6.7 ― 105 1.0 27 745 3.8

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

757 8.7 2,507 23.0 2,553 13.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

13 961 771

   法人税等調整額 339 352 4.0 67 1,029 9.4 277 1,048 5.4

   少数株主利益 0 0.0 0 0.0 0 0.0

   中間(当期)純利益 404 4.6 1,477 13.6 1,503 7.8



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 4,705 4,705

Ⅱ 資本剰余金増加高

   自己株式処分差益 ― ― 541 541

Ⅲ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高

4,705 5,247

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 8,519 8,519

Ⅱ 利益剰余金増加高

   中間(当期)純利益 404 404 1,503 1,503

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 158 316

 ２ 役員賞与 15 173 15 332

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高

8,750 9,690



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 5,913 5,247 9,690 △51 20,800

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― △247 ― △247

 中間純利益 ― ― 1,477 ― 1,477

 自己株式の取得 ― ― ― △12 △12

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) ― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― 1,230 △12 1,217

平成18年９月30日残高(百万円) 5,913 5,247 10,920 △63 22,018

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,325 3,325 3 24,129

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― △247

 中間純利益 ― ― ― 1,477

 自己株式の取得 ― ― ― △12

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△230 △230 0 △229

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△230 △230 0 987

平成18年９月30日残高(百万円) 3,095 3,095 3 25,117



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間(当期) 
   純利益

757 2,507 2,553

 ２ 減価償却費 534 541 1,136

 ３ 退職給付引当金の減少額 △4 △10 △11

 ４ 貸倒引当金の増加額 
   又は減少額(△)

31 △101 64

 ５ 賞与引当金の増加額 
   又は減少額(△)

△12 △87 91

 ６ 受取利息及び受取配当金 △56 △69 △96

 ７ 支払利息 13 3 24

 ８ 為替差益(△)又は為替差 
   損

40 △11 △11

 ９ 固定資産売却損 ― ― 0

 10 固定資産除却損 52 38 134

 11 訴訟関連費用 ― 66 74

 12 売上債権の増加額(△) 
   又は減少額

746 △660 122

 13 たな卸資産の増加額 △574 △336 △914

 14 仕入債務の増加額 
   又は減少額(△)

△54 △372 532

 15 未払消費税等の増加額 26 40 64

 16 役員賞与の支払額 △15 ― △15

 17 役員退職慰労金 509 ― 509

 18 その他 △54 155 108

    小計 1,939 1,704 4,367

 19 利息及び配当金の受取額 56 69 95

 20 利息の支払額 △13 △4 △24

 21 訴訟関連費用の支払額 ― △51 △36

 22 役員退職慰労金の支払額 △439 ― △439

 23 還付法人税等の受取額 132 ― 144

 24 法人税等の支払額 △12 △818 △38

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

1,662 899 4,068



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の取得に 
   よる支出

△901 △766 △1,175

 ２ 無形固定資産の取得に 
   よる支出

△5 △4 △39

 ３ 固定資産の売却による 
   収入

― ― 0

 ４ 投資有価証券の取得に 
   よる支出

△4 △5 △9

 ５ 投資有価証券の売却に 
   よる収入

― 6 0

 ６ 投資有価証券の償還に 
   よる収入

20 ― 20

 ７ 長期貸付金の回収による 
   収入

50 50 100

 ８ その他 △36 △15 △73

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△878 △734 △1,176

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純減少額 △350 ― △400

 ２ 長期借入金の返済による 
   支出

△299 △104 △502

 ３ 新株予約権付社債の発行 
   による収入

― ― 986

 ４ 自己株式の取得による 
   支出

△2 △12 △10

 ５ 配当金の支払額 △158 △247 △317

 ６ 少数株主への配当金の 
   支払額

― ― △0

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△810 △363 △243

Ⅳ 現金及び現金同等物 
  に係る換算差額

△40 11 11

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増加額又は減少額(△)

△67 △187 2,659

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

379 3,038 379

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

312 2,850 3,038



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

 (イ)連結子会社の数 １社

   連結子会社は、東邦カーボン

㈱であります。

１ 連結の範囲に関する事項

 (イ)連結子会社の数 １社

同左

１ 連結の範囲に関する事項

 (イ)連結子会社の数 １社

同左

 (ロ)非連結子会社の数 １社

   非連結子会社は、ケーシー産

業㈱であります。

 (ロ)非連結子会社の数 １社

同左

 (ロ)非連結子会社の数 １社

同左

 (ハ)非連結子会社について連結の

範囲から除いた理由

   非連結子会社のケーシー産業

㈱は小規模会社であり、合計

の総資産、売上高、中間純損

益及び利益剰余金(持分に見

合う額)等はいずれも中間連

結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためでありま

す。

 (ハ)非連結子会社について連結の

範囲から除いた理由

同左

 (ハ)非連結子会社について連結の

範囲から除いた理由

   非連結子会社のケーシー産業

㈱は小規模会社であり、合計

の総資産、売上高、当期純損

益及び利益剰余金(持分に見

合う額)等はいずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。

２ 持分法の適用に関する事項

  非連結子会社及び関連会社につ

いては中間純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないた

め、これらの会社に対する投資勘

定については、持分法を適用せず

原価法により評価しております。

  非連結子会社は上記のケーシー

産業㈱１社で、関連会社は、㈱ハ

イテンプ・マテリアルズ・システ

ム１社であります。

２ 持分法の適用に関する事項

同左

２ 持分法の適用に関する事項

  非連結子会社及び関連会社につ

いては当期純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないた

め、これらの会社に対する投資勘

定については、持分法を適用せず

原価法により評価しております。

  非連結子会社は上記のケーシー

産業㈱１社で、関連会社は㈱ハイ

テンプ・マテリアルズ・システム

１社であります。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

  連結子会社である東邦カーボン

㈱の中間決算日は６月30日であり

ます。中間連結財務諸表の作成に

あたっては、同日現在の中間財務

諸表を使用し、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行ってお

ります。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

同左

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項

  連結子会社である東邦カーボン

㈱の決算日は、12月31日でありま

す。連結財務諸表の作成にあたっ

ては、同日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  (イ)たな卸資産

    主として総平均法による低

価法

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  (イ)たな卸資産

同左

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  (イ)たな卸資産

同左



前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

  (ロ)有価証券

    その他有価証券

時価のあるもの

…中間決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定)

  (ロ)有価証券

    その他有価証券

時価のあるもの

…中間決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定)

  (ロ)有価証券

    その他有価証券

時価のあるもの

…決算日の市場価格等に

基づく時価法

(評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定)

時価のないもの

…移動平均法による原価

法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

  (ハ)デリバティブ

    時価法

  (ハ)デリバティブ

同左

  (ハ)デリバティブ

同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

    有形固定資産

    ……定率法

(ただし、岡山工場につい

ては、定額法)

    平成10年４月１日以降取得

した建物(建物附属設備は除

く)については、定額法を採

用しております。

    耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する

方法と同一の基準によってお

ります。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

    有形固定資産

同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

    有形固定資産

同左

    無形固定資産

    ……定額法

なお、ソフトウェア(自社

利用分)については、社内に

おける利用可能期間(５年)に

基づく定額法を採用しており

ます。

    耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の

基準によっております。

    無形固定資産

同左

    無形固定資産

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  (イ)貸倒引当金

    債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権は、貸

倒実績率法によっており、貸

倒懸念債権及び破産更生債権

は、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  (イ)貸倒引当金

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  (イ)貸倒引当金

同左

  (ロ)賞与引当金

    従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上しており

ます。

  (ロ)賞与引当金

同左

  (ロ)賞与引当金

同左



前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

  (ハ)退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。

    数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(10

年)による定率法によりそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度か

ら処理しております。

    過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

(３年)による定額法により処

理しております。

  (ハ)退職給付引当金

同左

  (ハ)退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生して

いると認められる額を計上し

ております。

    数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(10

年)による定率法によりそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度か

ら処理しております。

    過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

(３年)による定額法により処

理しております。

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

   外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

同左

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

   外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

 (5) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

 (5) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (5) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

    予定取引に係る為替予約に

関して、繰延ヘッジ処理を採

用しております。

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

同左

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

同左

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

    外貨建取引(金銭債権債務

及び外貨建予定取引)の為替

変動リスクに対して為替予約

取引をヘッジ手段として用い

ております。

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

  ③ ヘッジ方針

    為替予約は通常の取引の範

囲内で、外貨建営業債権債務

に係る将来の為替レート変動

リスクを回避する目的で為替

予約取引を行っております。

為替予約取引は通常の外貨建

売上債権に係る輸出実績等を

踏まえ、必要な範囲で実施し

ております。

  ③ ヘッジ方針

同左

  ③ ヘッジ方針

同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

    ヘッジ手段およびヘッジ対

象について、連結決算期末

(中間連結決算期末を含む)に

個々の取引毎のヘッジの有効

性を評価しておりますが、ヘ

ッジ対象となる外貨建取引と

為替予約取引について、通

貨、金額、期間等の条件が同

一の場合は、ヘッジの有効性

が極めて高いことから評価を

省略しております。

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

  ⑤ その他リスク管理方法のう

ちヘッジ会計に係るもの

    当社の為替予約取引は、経

理部が営業各部作成の入金予

定及び為替レートを検討した

うえで、経理担当役員の承認

を得て、実行しております。

また、その管理は経理部が営

業各部より契約残高の報告を

求め、商社及び金融機関から

の残高通知書との照合及び実

需との確認を行っておりま

す。

    また、調査室も内部監査等

を実施し、リスク管理に努め

ております。

  ⑤ その他リスク管理方法のう

ちヘッジ会計に係るもの

同左

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

  ⑤ その他リスク管理方法のう

ちヘッジ会計に係るもの

同左

   

   

 (7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

   消費税等の会計処理

   消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。

 (7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

   消費税等の会計処理

同左

 (7) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

   消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

  中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっており

ます。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。



会計方針の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間より、「固定

資産の減損に係る会計基準」(「固

定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日)を適用しておりま

す。 

 これにより税金等調整前中間純利

益は20百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該資産の金額から直接控

除しております。

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度より、「固定資産

の減損に係る会計基準」(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会 平

成14年８月９日))及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日)を適用しておりま

す。 

 これにより税金等調整前当期純利

益は27百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき当該資産の金額から直接控除し

ております。

 ――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準第５号

平成17年12月９日)及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」(企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日)を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は25,113百万円でありま

す。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。

―――



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       24,306百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       24,992百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       24,627百万円

※２(イ)このうち担保に差入れてい

る資産と、これに対応する債

務は次のとおりであります。

 工場財団 2,963百万円

対応債務

 長期借入金 223

 １年以内に 
 返済する 
 長期借入金

306

 合計 529百万円

※２(イ)このうち担保に差入れてい

る資産と、これに対応する債

務は次のとおりであります。

 工場財団 2,743百万円

対応債務

 長期借入金 1

 １年以内に
 返済する 
 長期借入金

222

 合計 223百万円

※２(イ)このうち担保に差入れてい

る資産と、これに対応する債

務は次のとおりであります。

 工場財団 2,838百万円

対応債務

 長期借入金 119

１年以内に 
 返済する 
 長期借入金

208

 合計 327百万円

  (ロ)工場財団組成物件の内訳は

次のとおりであります。

建物及び 
構築物

1,186百万円

機械装置及び 
運搬具

1,552

土地 224

合計 2,963百万円

  (ロ)工場財団組成物件の内訳は

次のとおりであります。

建物及び
構築物

1,127百万円

機械装置及び
運搬具

1,394

土地 221

合計 2,743百万円

  (ロ)工場財団組成物件の内訳は

次のとおりであります。

建物及び
構築物

1,159百万円

機械装置及び 
運搬具

1,457

土地 221

合計 2,838百万円

 ３ 偶発債務

    保証債務

    下記金融機関からの従業員

の住宅購入借入金について保

証しております。

㈱みずほ銀行 0百万円

 ３ 偶発債務

    保証債務

    下記金融機関からの従業員

の住宅購入借入金について保

証しております。

㈱みずほ銀行 0百万円

 ３ 偶発債務

    保証債務

    下記金融機関からの従業員

の住宅購入借入金について保

証しております。

㈱みずほ銀行 0百万円

※４     ――― ※４ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理をして

おります。 

 なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であった

ため、次の満期手形が中間連結

会計期間末日の残高に含まれて

おります。

受取手形 22百万円

※４     ―――



(中間連結損益計算書関係) 

  

 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

荷造費、運賃 
及び保管料

493百万円

販売手数料 211

給料、諸手当 
(役員報酬含む)

203

賞与引当金繰入額 52

研究開発費 67

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

荷造費、運賃
及び保管料

473百万円

販売手数料 259

給料、諸手当
(役員報酬含む)

218

賞与引当金繰入額 52

研究開発費 75

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

荷造費、運賃 
及び保管料

1,063百万円

販売手数料 465

給料、諸手当 
(役員報酬含む)

411

賞与引当金繰入額 69

研究開発費 142

※２ 固定資産除却損の内訳は下記

のとおりであります。

建物及び構築物 1百万円

機械装置及び 
運搬具

50

その他 0

合計 52百万円

※２ 固定資産除却損の内訳は下記

のとおりであります。

建物及び構築物 3百万円

機械装置及び
運搬具

34

その他 0

合計 38百万円

※２ 固定資産除却損の内訳は下記

のとおりであります。

建物及び構築物 13百万円

機械装置及び 
運搬具

111

その他 9

合計 134百万円

 

※３ 減損損失

当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計

上いたしました。

用途 種類 場所 金額

遊休 土地
静岡県伊豆の国市 
静岡県田方郡

20百万円

   当社グループは、事業資産に

ついては管理会計上の区分に基

づく単位とし、将来の使用が見

込まれない遊休資産については

個々の物件単位でグルーピング

をしております。

   上記の資産については、将来

の使用が見込まれないこと及び

時価が著しく下落しているた

め、当該資産の帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、減損損失

として特別損失に計上しており

ます。

   なお、当該資産の回収可能価

額は、固定資産税評価額を用い

た正味売却価額により算出して

おります。

※３     ―――

 

 

※３ 減損損失

   当連結会計年度において、当

社グループは以下の資産グルー

プについて減損損失を計上いた

しました。

用途 種類 場所 金額

遊休 土地
静岡県伊豆の国市 
静岡県田方郡

27百万円

   当社グループは、事業資産に

ついては管理会計上の区分に基

づく単位とし、将来の使用が見

込まれない遊休資産については

個々の物件単位でグルーピング

をしております。

   上記の資産については、将来

の使用が見込まれないこと及び

時価が著しく下落しているた

め、当該資産の帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、減損損失

として特別損失に計上しており

ます。

   なお、当該資産の回収可能価

額は、固定資産税評価額を用い

た正味売却価額により算出して

おります。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  13,647株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 41,388,682 ― ― 41,388,682

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 176,579 13,647 ― 190,226

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 247 6 平成18年３月31日 平成18年６月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年10月31日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 247 6 平成18年９月30日 平成18年12月８日

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成17年９月30日現在)

現金及び預金勘定 312百万円

現金及び現金同等物 312
 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成18年９月30日現在)

現金及び預金勘定 2,850百万円

現金及び現金同等物 2,850
 

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

(平成18年３月31日現在)

現金及び預金勘定 3,038百万円

現金及び現金同等物 3,038



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額
有形固定資産 
(工具器具 
備品) 
(百万円)

無形固定 
資産

(百万円)

合計

(百万円)

取得 
価額 
相当額

156 33 189

減価 
償却 
累計額 
相当額

73 20 94

中間 
期末 
残高 
相当額

82 12 95

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額
機械装置 
及び 
運搬具 
(百万円)

 
その他 
 

(百万円)

無形固定
資産

(百万円)

合計

(百万円)

取得 
価額 
相当額

11 179 20 211

減価 
償却 
累計額 
相当額

1 90 14 106

中間 
期末 
残高 
相当額

10 89 5 105

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額
機械装置 
及び 
運搬具 
(百万円)

 
その他 
 

(百万円)

無形固定
資産

(百万円)

合計

(百万円)

取得 
価額 
相当額

3 156 33 193

減価 
償却 
累計額 
相当額

0 92 24 116

期末 
残高 
相当額

3 64 9 76

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、「支払利子込み

法」により、算定しております。

同左   なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、「支払利子込み法」によ

り、算定しております。

 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 41百万円

１年超 53

合計 95百万円

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により、

算定しております。

 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 43百万円

１年超 61

合計 105百万円

同左
 

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 38百万円

１年超 38

合計 76百万円

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、「支払利

子込み法」により、算定しており

ます。

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 22百万円

減価償却費相当額 22

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 24百万円

減価償却費相当額 24

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 44百万円

減価償却費相当額 44

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 1百万円

１年超 ―

合計 1百万円

２      ―――

  

２      ―――



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 
  
２ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
  
３ 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 
  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 
  
２ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
  
３ 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 
  

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 
  
２ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
  
３ 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 
  

取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

 ① 株式 2,500 6,329 3,829

 ② その他 39 72 32

合計 2,539 6,401 3,861

非上場株式 13百万円

取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

 ① 株式 2,510 7,679 5,169

 ② その他 39 83 44

合計 2,549 7,763 5,213

非上場株式 14百万円

取得原価
(百万円)

連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

 ① 株式 2,505 8,055 5,550

 ② その他 39 91 51

合計 2,544 8,146 5,601

非上場株式 13百万円



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

通貨関連 

 
(注) 時価の算定方法 

為替予約取引………先物為替相場によっております。 

  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

通貨関連 

 
(注) 時価の算定方法 

為替予約取引………先物為替相場によっております。 

  

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

通貨関連 

 
(注) 時価の算定方法 

為替予約取引………先物為替相場によっております。 

  

種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

 為替予約取引

  売建 295 297 △2

種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

 為替予約取引

  売建 20 21 △0

種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

 為替予約取引

  売建 186 187 △0



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

当社及び連結子会社は単一の事業を専業的に営んでおりますので、事業の種類別セグメント情報の記

載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

当社及び連結子会社は単一の事業を専業的に営んでおりますので、事業の種類別セグメント情報の記

載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

当社及び連結子会社は単一の事業を専業的に営んでおりますので、事業の種類別セグメント情報の記

載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

当社は在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

当社は在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

当社は在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社の本邦以外への売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度による。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

米州…………………カナダ、米国、ベネズエラ、ブラジル 

アジア・中近東……韓国、中国、台湾、タイ、インドネシア 

欧州…………………フランス、ノルウェー、イギリス、ロシア 

その他の地域………オーストラリア、モザンビーク、南アフリカ 

  

米州 アジア・中近東 欧州 その他の地域 計

① 海外売上高(百万円) 1,461 1,338 253 1,545 4,598

② 連結売上高(百万円) 8,742

③ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

16.7 15.3 2.9 17.7 52.6



当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社の本邦以外への売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度による。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

米州…………………カナダ、米国、アルゼンチン、メキシコ 

アジア・中近東……韓国、タイ、台湾、イラン、中国 

欧州…………………アイスランド、ノルウェー、フランス、ロシア 

その他の地域………オーストラリア、モザンビーク、南アフリカ 

  

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社の本邦以外への売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度による。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

米州…………………カナダ、米国、ブラジル、ベネズエラ 

アジア・中近東……韓国、中国、タイ、台湾、バーレーン 

欧州…………………アイスランド、フランス、ノルウェー、イギリス 

その他の地域………オーストラリア、モザンビーク、南アフリカ 

  

  

米州 アジア・中近東 欧州 その他の地域 計

① 海外売上高(百万円) 1,449 1,549 1,004 1,660 5,664

② 連結売上高(百万円) 10,903

③ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

13.3 14.2 9.2 15.2 51.9

米州 アジア・中近東 欧州 その他の地域 計

① 海外売上高(百万円) 3,236 3,616 873 2,642 10,368

② 連結売上高(百万円) 19,388

③ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

16.7 18.7 4.5 13.6 53.5



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注)算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益 

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 534.40円 １株当たり純資産額 609.58円 １株当たり純資産額 585.41円

１株当たり中間純利益 10.22円 １株当たり中間純利益 35.86円 １株当たり当期純利益 37.89円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため、記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため、記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため、記載しておりません。

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間連結貸借対照表の純資産の部の
合計額(百万円)

― 25,117 ―

普通株式に係る純資産額(百万円) ― 25,113 ―

差額の主な内訳(百万円)

 少数株主持分 ― 3 ―

普通株式の発行済株式数(千株) ― 41,388 ―

普通株式の自己株式数(千株) ― 190 ―

１株当たり純資産の算定に用いられ
た普通株式の数(千株)

― 41,198 ―

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間連結損益計算書上の 
中間(当期)純利益(百万円)

404 1,477 1,503

普通株式に係る中間(当期)純利益 
(百万円)

404 1,477 1,503

普通株主に帰属しない金額の主要な
内訳(百万円)

 利益処分による役員賞与金 ― ― 0

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 0

普通株式の期中平均株式数(千株) 39,604 41,205 39,667



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 243 2,695 2,980

 ２ 受取手形 ※４ 241 244 217

 ３ 売掛金 4,053 5,250 4,653

 ４ たな卸資産 5,508 6,189 5,851

 ５ 繰延税金資産 207 234 275

 ６ その他 201 114 87

   貸倒引当金 △10 △11 △11

   流動資産合計 10,445 40.0 14,719 46.3 14,054 44.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※1,2

   (1) 建物 2,419 2,288 2,358

   (2) 機械及び装置 4,531 4,704 4,572

   (3) 土地 1,345 1,338 1,338

   (4) その他 169 239 131

    有形固定資産合計 8,465 32.4 8,571 26.9 8,400 26.8

 ２ 無形固定資産 66 0.3 76 0.2 85 0.3

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 6,447 7,809 8,192

  (2) 長期貸付金 0 0 0

  (3) 関係会社長期貸付金 ― 503 503

  (4) その他 777 153 256

    貸倒引当金 △82 △14 △114

    投資その他の資産合計 7,142 27.3 8,452 26.6 8,838 28.2

   固定資産合計 15,674 60.0 17,100 53.7 17,324 55.2

   資産合計 26,120 100.0 31,819 100.0 31,378 100.0



前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 1,229 1,356 1,801

 ２ 短期借入金 50 ― ―

 ３ １年以内に返済する 
   長期借入金

※２ 306 222 208

 ４ 未払法人税等 34 957 781

 ５ 未払消費税等 28 107 65

 ６ 賞与引当金 247 262 352

 ７ その他 505 928 892

   流動負債合計 2,401 9.2 3,833 12.0 4,101 13.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 223 1 119

 ２ 繰延税金負債 1,050 1,632 1,763

 ３ 退職給付引当金 1,380 1,362 1,373

   固定負債合計 2,653 10.2 2,996 9.4 3,256 10.4

   負債合計 5,055 19.4 6,830 21.5 7,357 23.4

(資本の部)

Ⅰ 資本金 5,913 22.6 ― ― 5,913 18.8

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 4,705 ― 4,705

 ２ その他資本剰余金 ― ― 541

   資本剰余金合計 4,705 18.0 ― ― 5,247 16.7

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 762 ― 762

 ２ 任意積立金 6,803 ― 6,803

 ３ 中間(当期)未処分利益 1,086 ― 2,017

   利益剰余金合計 8,653 33.1 ― ― 9,584 30.5

Ⅳ その他有価証券評価差額金 2,292 8.8 ― ― 3,325 10.6

Ⅴ 自己株式 △500 △1.9 ― ― △51 △0.2

   資本合計 21,064 80.6 ― ― 24,020 76.6

   負債資本合計 26,120 100.0 ― ― 31,378 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 5,913 18.6 ― ―

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 4,705 ―

  (2) その他資本剰余金 ― 541 ―

   資本剰余金合計 ― ― 5,247 16.5 ― ―

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 762 ―

  (2) その他利益剰余金

    固定資産圧縮積立金 ― 162 ―

    別途積立金 ― 6,600 ―

    繰越利益剰余金 ― 3,271 ―

   利益剰余金合計 ― ― 10,796 33.9 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △63 △0.2 ― ―

   株主資本合計 ― ― 21,894 68.8 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

― ― 3,095 9.7 ― ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 3,095 9.7 ― ―

   純資産合計 ― ― 24,989 78.5 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 31,819 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 8,434 100.0 10,497 100.0 18,738 100.0

Ⅱ 売上原価 5,911 70.1 6,657 63.4 12,898 68.8

   売上総利益 2,522 29.9 3,839 36.6 5,840 31.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,294 15.3 1,378 13.1 2,716 14.5

   営業利益 1,228 14.6 2,461 23.4 3,123 16.7

Ⅳ 営業外収益 ※１ 185 2.2 142 1.4 319 1.7

Ⅴ 営業外費用 ※２ 93 1.1 37 0.4 188 1.0

   経常利益 1,320 15.7 2,567 24.5 3,254 17.4

Ⅵ 特別利益 2 0.0 15 0.1 4 0.0

Ⅶ 特別損失 ※３ 582 6.9 105 1.0 745 4.0

   税引前中間(当期)純利益 739 8.8 2,477 23.6 2,512 13.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

5 950 750

   法人税等調整額 340 345 4.1 67 1,017 9.7 279 1,029 5.5

   中間(当期)純利益 394 4.7 1,459 13.9 1,483 7.9

   前期繰越利益 692 ― 692

   中間配当額 ― ― 158

   中間(当期)未処分利益 1,086 ― 2,017



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
(注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 5,913 4,705 541 5,247

中間会計期間中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩(注) ― ― ― ―

 剰余金の配当(注) ― ― ― ―

 固定資産圧縮積立金の取崩 ― ― ― ―

 中間純利益 ― ― ― ―

 自己株式の取得 ― ― ― ―

 株主資本以外の項目の中間会計  
 期間中の変動額(純額) ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― ― ―

平成18年９月30日残高(百万円) 5,913 4,705 541 5,247

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

固定資産
別途積立金

繰越利益
合計

圧縮積立金 剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 762 203 6,600 2,017 9,584 △51 20,694

中間会計期間中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩(注) ― △29 ― 29 ― ― ―

 剰余金の配当(注) ― ― ― △247 △247 ― △247

 固定資産圧縮積立金の取崩 ― △12 ― 12 ― ― ―

 中間純利益 ― ― ― 1,459 1,459 ― 1,459

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― △12 △12

 株主資本以外の項目の中間会計  
 期間中の変動額(純額) ― ― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― △41 ― 1,254 1,212 △12 1,199

平成18年９月30日残高(百万円) 762 162 6,600 3,271 10,796 △63 21,894

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,325 3,325 24,020

中間会計期間中の変動額

 固定資産圧縮積立金の取崩(注) ― ― ―

 剰余金の配当(注) ― ― △247

 固定資産圧縮積立金の取崩 ― ― ―

 中間純利益 ― ― 1,459

 自己株式の取得 ― ― △12

 株主資本以外の項目の中間会計  
 期間中の変動額(純額)

△230 △230 △230

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△230 △230 969

平成18年９月30日残高(百万円) 3,095 3,095 24,989



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (イ)たな卸資産

   総平均法による低価法によっ

ております。

(ただし、貯蔵品は先入先出

法による)

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (イ)たな卸資産

同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (イ)たな卸資産

同左

 (ロ)有価証券

   子会社株式及び関連会社株式

   ……移動平均法による原価法

 (ロ)有価証券

   子会社株式及び関連会社株式

同左

 (ロ)有価証券

   子会社株式及び関連会社株式

同左

   その他有価証券

    時価のあるもの

    …中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

   その他有価証券

    時価のあるもの

    …中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

   その他有価証券

    時価のあるもの

    …決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定)

    時価のないもの

    …移動平均法による原価法

    時価のないもの

同左

    時価のないもの

同左

 (ハ)デリバティブ

   時価法

 (ハ)デリバティブ

同左

 (ハ)デリバティブ

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

   有形固定資産

   ……定率法

(ただし、岡山工場について

は、定額法)

   平成10年４月１日以降に取得

した建物(建物附属設備を除く)

については、定額法を採用して

おります。

   耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。

２ 固定資産の減価償却の方法

   有形固定資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

   有形固定資産

同左

   無形固定資産

   ……定額法

なお、ソフトウェア(自社利

用分)については、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づく

定額法を採用しております。

   耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準

によっております。

   無形固定資産

同左

   無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準

 (イ)貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権は、貸倒実

績率法によっており、貸倒懸念

債権及び破産更生債権は、個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

３ 引当金の計上基準

 (イ)貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

 (イ)貸倒引当金

同左



前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (ロ)賞与引当金

   従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。

 (ロ)賞与引当金

同左

 (ロ)賞与引当金

同左

 (ハ)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。

   数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)によ

る定率法によりそれぞれ発生の

翌事業年度から処理しておりま

す。

   過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(３年)

による定額法により処理してお

ります。

 (ハ)退職給付引当金

同左

 (ハ)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。

   数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)によ

る定率法によりそれぞれ発生の

翌事業年度から処理しておりま

す。

   過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(３年)

による定額法により処理してお

ります。

４ 外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算の基準

  外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。

４ 外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算の基準

同左

４ 外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算の基準

  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。

５ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

５ リース取引の処理方法

同左

５ リース取引の処理方法

同左

６ ヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

   予定取引に係る為替予約に関

して、繰延ヘッジ処理を採用し

ております。

６ ヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

同左

６ ヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

外貨建取引(金銭債権債務及

び外貨建予定取引)の為替変動

リスクに対して為替予約取引を

ヘッジ手段として用いておりま

す。

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 ③ ヘッジ方針

   為替予約は通常の取引の範囲

内で、外貨建営業債権債務に係

る将来の為替レート変動リスク

を回避する目的で為替予約取引

を行っております。為替予約取

引は通常の外貨建売上債権に係

る輸出実績等を踏まえ、必要な

範囲で実施しております。

 ③ ヘッジ方針

同左

 ③ ヘッジ方針

同左

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ手段およびヘッジ対象

について、決算期末(中間期末

を含む)に個々の取引毎のヘッ

ジの有効性を評価しております

が、ヘッジ対象となる外貨建取

引と為替予約取引について、通

貨、金額、期間等の条件が同一

の場合は、ヘッジの有効性が極

めて高いことから評価を省略し

ております。

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

 ⑤ その他リスク管理方法のうち

ヘッジ会計に係るもの

   為替予約取引は、経理部が営

業各部作成の入金予定及び為替

レートを検討したうえで、経理

担当役員の承認を得て、実行し

ております。また、その管理は

経理部が営業各部より契約残高

の報告を求め、商社及び金融機

関からの残高通知書との照合及

び実需との確認を行っておりま

す。

   また、調査室も内部監査等を

実施し、リスク管理に努めてお

ります。

 ⑤ その他リスク管理方法のうち

ヘッジ会計に係るもの

同左

   

   

 ⑤ その他リスク管理方法のうち

ヘッジ会計に係るもの

同左

   

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

  税抜方式によっております。

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

同左

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

同左



会計方針の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間より、「固定資産

の減損に係る会計基準」(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会 平

成14年８月９日))及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日)を適用しておりま

す。 

 これにより税引前中間純利益は20

百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該資産の金額から直接控除

しております。

       ――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度より、「固定資産の減

損に係る会計基準」(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日))及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日)を適用しております。 

 これにより税引前当期純利益は27

百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き当該資産の金額から直接控除して

おります。

       ――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日)を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、24,989百万円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部につきま

しては、中間財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の中間財務諸表等規

則により作成しております。

       ―――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       24,305百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       24,991百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       24,626百万円

※２ 担保資産

   担保に供されている資産

工場財団 2,963百万円

※２ 担保資産

   担保に供されている資産

工場財団 2,743百万円

※２ 担保資産

   担保に供されている資産

工場財団 2,838百万円

   上記に対応する債務

長期借入金 223

１年以内に 
返済する 
長期借入金

306

合計 529百万円

   上記に対応する債務

長期借入金 1

１年以内に
返済する 
長期借入金

222

合計 223百万円

   上記に対応する債務

長期借入金 119

１年以内に 
返済する 
長期借入金

208

合計 327百万円

   上記の工場財団設定分の内訳

は次のとおりであります。

建物 1,186百万円

機械及び装置 1,552

土地 224

合計 2,963百万円

   上記の工場財団設定分の内訳

は次のとおりであります。

建物 1,127百万円

機械及び装置 1,394

土地 221

合計 2,743百万円

   上記の工場財団設定分の内訳

は次のとおりであります。

建物 1,159百万円

機械及び装置 1,457

土地 221

合計 2,838百万円

 

 ３ 偶発債務

    保証債務

    下記金融機関からの従業員

の住宅購入借入金について保

証しております。

㈱みずほ銀行 0百万円

※４     ―――

      

 

 

 ３ 偶発債務

    保証債務

    下記金融機関からの従業員

の住宅購入借入金について保

証しております。

㈱みずほ銀行 0百万円

※４ 中間会計期間末日満期手形

    中間会計期間末日満期手形

の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理をし

ております。 

 なお、当中間会計期間の末

日は金融機関の休日であった

ため、次の満期手形が中間会

計期間末日の残高に含まれて

おります。

受取手形 22百万円

 

 ３ 偶発債務

    保証債務

    下記金融機関からの従業員

の住宅購入借入金について保

証しております。

㈱みずほ銀行 0百万円

※４     ―――



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加 13,647株 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 営業外収益のうち主なもの

受取利息 8百万円

不動産賃貸料 56

為替差益 61

※１ 営業外収益のうち主なもの

受取利息 8百万円

不動産賃貸料 64

※１ 営業外収益のうち主なもの

受取利息 12百万円

不動産賃貸料 116

為替差益 77

※２ 営業外費用のうち主なもの

支払利息 13百万円

貸倒引当金 
繰入額

32
 
 

※２ 営業外費用のうち主なもの

支払利息 3百万円

※２ 営業外費用のうち主なもの

支払利息 24百万円

貸倒引当金
繰入額

73

 

 

※３ 特別損失のうち主なもの

固定資産除却損

・建物 1百万円

・機械及び装置 50

・その他 0

役員退職慰労金 509

減損損失 20

    当中間会計期間において、
当社は以下の資産グループに
ついて減損損失を計上いたし
ました。

用途 種類 場所 金額

遊休 土地
静岡県伊豆の国市 
静岡県田方郡

20百万円

    当社は、事業資産について
は管理会計上の区分に基づく
単位とし、将来の使用が見込
まれない遊休資産については
個々の物件単位でグルーピン
グをしております。

    上記の資産については、将
来の使用が見込まれないこと
及び時価が著しく下落してい
るため、当該資産の帳簿価額
を回収可能価額まで減額し、
減損損失として特別損失に計
上しております。

    なお、当該資産の回収可能
価額は、固定資産税評価額を
用いた正味売却価額により算
出しております。

 

※３     ―――

       

 

 

※３ 特別損失のうち主なもの

固定資産除却損

・建物 13百万円

・機械及び装置 111

・その他 9

役員退職慰労金 509

訴訟関連費用 74

減損損失 27

  当事業年度において、当社
は以下の資産グループについ
て減損損失を計上いたしまし
た。

用途 種類 場所 金額

遊休 土地
静岡県伊豆の国市

27百万円
静岡県田方郡

  当社は、事業資産について
は管理会計上の区分に基づく
単位とし、将来の使用が見込
まれない遊休資産については
個々の物件単位でグルーピン
グをしております。

  上記の資産については、将
来の使用が見込まれないこと
及び時価が著しく下落してい
るため、当該資産の帳簿価額
を回収可能価額まで減額し、
減損損失として特別損失に計
上しております。

  なお、当該資産の回収可能
価額は、固定資産税評価額を
用いた正味売却価額により算
出しております。

 ４ 減価償却実施額

有形固定資産 522百万円

無形固定資産 11

 ４ 減価償却実施額

有形固定資産 527百万円

無形固定資産 13

 ４ 減価償却実施額

有形固定資産 1,112百万円

無形固定資産 23

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 176,579 13,647 ― 190,226



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額
有形固定資産 
(工具器具 
備品) 
(百万円)

無形固定 
資産 
 

(百万円)

 
合計 
 

(百万円)

取得 
価額 
相当額

156 33 189

減価 
償却 
累計額 
相当額

73 20 94

中間 
期末 
残高 
相当額

82 12 95

   なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、「支払

利子込み法」により算定してお

ります。

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額
機械及び 
装置 
 

(百万円)

 
その他 
 

(百万円)

無形固定
資産 
 

(百万円)

 
合計 
 

(百万円)

取得 
価額 
相当額

4 187 20 211

減価 
償却 
累計額 
相当額

0 91 14 106

中間 
期末 
残高 
相当額

3 96 5 105

同左
 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額
 

その他 
 

(百万円)

無形固定 
資産 
 

(百万円)

 
合計 
 

(百万円)

取得 
価額 
相当額

160 33 193

減価 
償却 
累計額 
相当額

92 24 116

期末 
残高 
相当額

67 9 76

   なお、取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。

 

 (2) 未経過リース料

   中間期末残高相当額

１年以内 41百万円

１年超 53

合計 95百万円

   なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合

が低いため、「支払利子込み

法」により、算定しておりま

す。

 

 (2) 未経過リース料

   中間期末残高相当額

１年以内 43百万円

１年超 61

合計 105百万円

同左
 

 (2) 未経過リース料

   期末残高相当額

１年以内 38百万円

１年超 38

合計 76百万円

   なお、未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」により、算

定しております。

 (3) 当中間期の支払リース料及び

減価償却費相当額

支払リース料 22百万円

減価償却費 
相当額

22

 (3) 当中間期の支払リース料及び

減価償却費相当額

支払リース料 24百万円

減価償却費
相当額

24

 (3) 当期の支払リース料及び減価

償却費相当額

支払リース料 44百万円

減価償却費 
相当額

44

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 1百万円

１年超 ―

合計 1百万円

２      ―――

  

２      ―――



(有価証券関係) 

  

前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度末（平成18年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

  

(１株当たり情報) 

  

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

  

(2) 【その他】 

平成18年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ)中間配当による配当金の総額…………………  247百万円 

 
(ハ)支払請求の効力発生日および支払開始日……平成18年12月8日 

(注)平成18年９月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いま

す。 

  

(ロ)１株当たりの金額…………………………… 6円00銭



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第86期)

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年６月29日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月９日

株 式 会 社 エ ス イ ー シ ー 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社エスイーシーの

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場

から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、株

式会社エスイーシー及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１

７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 
  
追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準を適用して中間連結財

務諸表を作成している。 
  
会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 西 野 吉 隆 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 松 嶋 康 介 

      

有 恒 監 査 法 人 

  

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 洲 﨑 篤 史 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１１日

Ｓ Ｅ Ｃ カ ー ボ ン 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＳＥＣカーボン株式会社

（旧会社名 株式会社エスイーシー）の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、Ｓ

ＥＣカーボン株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 
  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 西 野 吉 隆 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 松 嶋 康 介 

      

有 恒 監 査 法 人 
  

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 洲 﨑 篤 史 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月９日

株 式 会 社 エ ス イ ー シ ー 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社エスイーシーの

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第８６期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エ

スイーシーの平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準を適用して中間財務諸表を

作成している。 
  
会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 西 野 吉 隆 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 松 嶋 康 介 

      

有 恒 監 査 法 人 

  

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 洲 﨑 篤 史 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１１日

Ｓ Ｅ Ｃ カ ー ボ ン 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＳＥＣカーボン株式会社

（旧会社名 株式会社エスイーシー）の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第８７期事業年度の中間会計期間（平成

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資

本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、ＳＥＣカー

ボン株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年

９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 
  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 西 野 吉 隆 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 松 嶋 康 介 

      

有 恒 監 査 法 人 
  

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 洲 﨑 篤 史 
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